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１ 計画策定の意義  
 
 快適で潤いのある生活環境の創造のためには，大量生産，大量消費，大量廃棄に支えられた

社会経済・ライフスタイルを見直し，循環型社会を形成していく必要がある。そのためには，

社会を構成する主体がそれぞれの立場でその役割を認識し，履行していくことが重要である。 
 当市が所属する岡山県西部衛生施設組合の最終処分場については，平成 25 年３月に埋立終了

となっており，現在は県外民間事業者へ処分を委託しながら，新しい最終処分場候補地住民の

同意取得に向け，説明会や協議を重ねている。西部ブロックごみ処理広域化基本計画で予定し

ていた平成 29 年度からの供用開始より大幅に遅れており，現在は平成 31 年度中の供用開始を

目指し作業を進めているという厳しい状況にある。 
本計画はこのような状況のなか，容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法

律（以下「法」という）第８条に基づいて一般廃棄物の大半を占める容器包装廃棄物を分別収

集し，及び地域における容器包装廃棄物の４R（Refuse〈リフューズ；拒絶〉，Reduce〈リ 

デュース；減少〉，Reuse〈リユース；再利用〉，Recycle〈リサイクル；再資源化〉）を推進し，

最終処分量の削減を図る目的で，市民・事業者・行政それぞれの役割や，具体的な推進方策を

明らかにし，これを公表することにより，すべての関係者が一体となって取り組むべき方針を

示したものである。 
 本計画の推進により，容器包装廃棄物の４R を推進するとともに，もって，廃棄物の減量や

最終処分場の延命化，温室効果ガスの削減，限りある地球資源の有効利用と枯渇防止が図られ，

循環型社会の形成が図られるものである。 
 
２ 基本的な方向  
 本計画を実施するに当たっての基本的な方向を以下に示す。 
・容器包装廃棄物の発生抑制，再利用，リサイクルを基本とした地域社会づくり 
・すべての関係者が一体となった取組による環境負荷の低減 
・自然環境の保全を前提とした適切な廃棄物処理施設の建設推進 
・市民参加型のごみ減量とリサイクル運動の積極的推進 
・環境教育，啓発の充実 
 
３ 計画期間  
 本計画の計画期間は，平成 29 年４月を始期とする５年間とし，平成 31 年度に見直す。 
 
４ 対象品目  
 本計画は，容器包装廃棄物（スチール製容器，アルミ製容器，ガラス製容器（無色，茶色，

緑色，その他），段ボール，紙パック，その他紙製容器包装，ペットボトル，白色トレイ，その

他プラスチック製容器包装）を対象とする。 
 
５ 各年度における容器包装廃棄物の排出量の見込み（法第８条第２項第１号）  
                               
   平成２９年度  平成３０年度  平成３１年度  平成３２年度  平成３３年度 

 容器包装廃棄物 ４，０６７ｔ ４，０３２ｔ ３，９９８ｔ ３，９４９ｔ ３，９１４ｔ
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６ 容器包装廃棄物の排出の抑制を促進するための方策に関する事項  

（法第８条第２項第２号） 
(1) 容器包装廃棄物の排出抑制のため，市民，事業者，行政がそれぞれの立場から，役割を

分担し，相互に協力や連携を図りながら，次の事業を継続して実施する。 
ア 廃棄物減量等推進審議会 

行政機関の職員，関係諸団体の代表者，一般公募者及び学識経験者で組織し，一般

廃棄物の減量等清掃事業に関する重要な事項を必要に応じて審議する。 
イ 廃棄物減量推進員 

ごみ減量化・資源化推進のため，ごみ出しマナー，ごみの分別や適正排出の指導を 
行う。 

ウ 資源回収推進団体報奨金制度 
ＰＴＡ，町内会，子供会，老人会等の資源回収推進団体が，資源化対象物を収集し，

民間事業者によるリサイクルのルートに乗せることに対し報奨金を交付し，ごみの再

資源化や減量化を推進する。 
エ ごみ収集施設設置費補助制度 
   各地区で設置及び維持管理しているごみ収集施設（ごみステーション）の設置費補 

助制度を利用した「分別常設ステーション」設置を推進し，資源ごみの排出機会拡大 
と収集道具設置等の地元負担軽減を図る。 

オ 教育・啓発活動 
市広報誌による情報の提供，環境フェスティバル・リユースバザー「芙蓉の花」等

の開催，中間処理施設の見学会実施，出張出前講座の実施，環境リサイクルポスター

の募集，社会科副読本の改訂の際には環境教育の充実を図る。 
(2) その他のごみ減量化・資源化施策として，次の事業を行う。 

ア 過剰包装の抑制 
スーパーマッケット等の小売店等には包装の簡易化を推進する。 

イ レジ袋有料化の検討と，マイバッグ持参の徹底 
   買い物の際には自分の袋（マイバッグ）を持って行き，レジ袋をもらわないように 

して環境負荷を減らそうと言うマイバッグ運動を推進する。また，岡山県を中心に 
スーパーマーケット等小売事業者，環境団体，県内自治体で組織した「岡山県ごみゼ 
ロ社会プロジェクト推進会議」とともに，レジ袋有料化の導入も視野に，レジ袋や包 
装用紙等の容器包装ゴミの減量化及びマイバッグ持参率向上に努める。 

ウ リサイクル製品の積極的な購入及び利用 
リターナブル容器の再生資源を原材料として利用した製品を積極的に購入し，利用 

する（例：トイレットペーパーは古紙 100％の商品を購入する。） 
エ 民間事業者による資源ごみリサイクル回収の利用啓発 

   市民の生活スタイルにあった資源ごみ排出機会を増やすために，市内各スーパー 
マーケット等小売り事業者が行う店頭ボックス回収や資源ごみ買取事業者への自己搬 
入等適正にリサイクルされる民間ルートを紹介して，ごみの減量化・資源化に努める。 
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７ 分別収集をするものとした容器包装廃棄物の種類及び当該容器包装廃棄物の収集に係る  
分別の区分（法第８条第２項第３号）  

 
 

分別収集を行う容器包装の種類 収集に係る分別の区分 

 主としてスチール製の容器 
主としてアルミ製の容器 

 缶類 

 主としてガラス製の容器 

 ガラスびん（無色） 
 ガラスびん（茶色） 
 ガラスびん（緑色） 
 ガラスびん（その他） 

 主として紙製の容器包装であって飲料を充てんするため

のもの（原料にアルミニウムを使用しているものを除く）
 紙パック 

 主として段ボール製の容器  段ボール 

 主として紙製の容器包装であって紙パック，ダンボー 
 ル以外のもの（菓子箱，ボール箱等） 

 その他紙製容器包装 

 主としてポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）製の容 
 器包装であって飲料又はしょうゆ等を充てんするための 
 もの 

 ペットボトル 

 その他プラスチック製容器包装（ＰＥＴ以外）で白色 
 発泡スチロール製の食品トレイ 

 白色トレイ 

 その他プラスチック製容器包装（ＰＥＴ，トレイを除く）
 その他プラスチック製容器 
 包装 

 
 

 その他分別収集する資源物 

 新聞紙 
 雑紙（雑誌類） 
 古布 
生きビン 
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８ 各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量及び法第２条  
第６項に規定する主務省令で定める物の量の見込み（法第８条第２項第４号）  

・分別基準適合物等 
   平成 29 年度  平成 30 年度  平成 31 年度  平成 32 年度  平成 33 年度 

スチール缶 27.7ｔ 27.5ｔ 27.3ｔ 26.9ｔ 26.7ｔ 

アルミ缶 33.9ｔ 33.7ｔ 33.4ｔ 33.0ｔ 32.7ｔ 

無色ガラス 

(合計) 

106.7ｔ 

(合計) 

105.7ｔ 
(合計) 

104.8ｔ 
(合計) 

103.6ｔ 
(合計) 

102.6ｔ 

(引渡量) 

 

(独自処理量) 

106.7ｔ 

(引渡量)

 

(独自処理量)

105.7ｔ

(引渡量)

 

(独自処理量)

104.8ｔ

(引渡量) 

 

(独自処理量) 

103.6ｔ 

(引渡量)

 

(独自処理量)

102.6ｔ

茶色ガラス 

(合計) 

95.1ｔ 
(合計) 

94.3ｔ 
(合計) 

93.4ｔ 
(合計) 

92.3ｔ 
(合計) 

91.5ｔ 

(引渡量) 

 

(独自処理量) 

95.1ｔ 

(引渡量)

 

(独自処理量)

94.3t

(引渡量)

 

((独自処理量)

93.4ｔ

(引渡量) 

 

(独自処理量) 

92.3ｔ 

(引渡量)

 

(独自処理量)

91.5ｔ

緑色ガラス 
その他ガラス

(合計) 

23.7ｔ 
(合計) 

23.5ｔ 
(合計) 

23.3ｔ 
(合計) 

23.0ｔ 
(合計) 

22.8ｔ 

(引渡量) 

 

(独自処理量) 

23.7ｔ 

(引渡量)

 

(独自処理量)

23.5ｔ

(引渡量)

 

(独自処理量)

23.3ｔ

(引渡量) 

 

(独自処理量) 

23.0ｔ 

(引渡量)

 

(独自処理量)

22.8ｔ

紙パック 10.1ｔ 10.0ｔ 9.9ｔ 9.8ｔ 9.7ｔ 

段ボール 205.4ｔ 203.7ｔ 201.9ｔ 199.5ｔ 197.7ｔ 

その他紙製

容器包装 

(合計) 

22.1ｔ 
(合計) 

21.9ｔ 

(合計) 

21.7ｔ 
(合計) 

21.4ｔ 
(合計) 

21.3ｔ 

(引渡量) 

 

(独自処理量) 

22.1ｔ 

(引渡量)

 

(独自処理量)

21.9ｔ

(引渡量)

 

(独自処理量)

21.7ｔ

(引渡量) 

 

(独自処理量) 

21.4ｔ 

(引渡量)

 

(独自処理量)

21.3ｔ

ペットボトル 

(合計) 

63.2ｔ 
(合計) 

62.6ｔ 
(合計) 

62.1ｔ 
(合計) 

61.3ｔ 
(合計) 

60.8ｔ 

(引渡量) 

 

(独自処理量) 

63.2ｔ 

(引渡量)

 

(独自処理量)

62.6ｔ

(引渡量)

 

(独自処理量)

62.1ｔ

(引渡量) 

 

(独自処理量) 

61.3ｔ 

(引渡量)

 

(独自処理量)

60.8ｔ

その他プラ

スチック製

容器包装 

(合計) 

294.3ｔ 

(合計) 

291.8ｔ 
(合計) 

289.4ｔ 
(合計) 

285.7ｔ 

(合計) 

283.2ｔ 

(引渡量) 

288.4t 

(独自処理量) 

5.9t 

(引渡量)

286.0t

(独自処理量)

5.8t 

(引渡量)

283.6t

(独自処理量)

5.8t 

(引渡量) 

280.0t 

(独自処理量) 

5.7t 

(引渡量)

277.6t

(独自処理量)

5.6t 

 

(うち 

白色ト 

レイ) 

(合計) 

5.9ｔ 
(合計) 

5.8ｔ 
(合計) 

5.8ｔ 
(合計) 

5.7ｔ 
(合計) 

5.6ｔ 

(引渡量) 

 

(独自処理量) 

5.9t  

(引渡量)

 

(独自処理量)

5.8t 

(引渡量)

 

(独自処理量)

5.8t 

(引渡量) 

 

(独自処理量) 

5.7t  

(引渡量)

 

(独自処理量)

5.6t 
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 ・その他の資源物 

 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

 新聞 326.6ｔ 323.9ｔ 321.1ｔ 317.1ｔ 314.3ｔ 

雑紙 368.1ｔ 365.0ｔ 361.9ｔ 357.4ｔ 354.3ｔ 

古布 117.4ｔ 116.4ｔ 115.4ｔ 114.0ｔ 113.0ｔ 

生きビン 20.6ｔ 20.4ｔ 20.3ｔ 20.0ｔ 19.8ｔ 

 
 
９ 各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量及び容器包装リ

サイクル法第 2 条第 6 項に規定する主務省令で定める物の量の見込みの算定方法  
 
「特定分別基準適合物等の量及び容器包装リサイクル法第２条第６項に規定する主務省令で定

める物の量の見込み」＝「直近年度の特定分別基準適合物等の収集実績」×「人口変動率」 
 

また，人口見込みは，笠岡市人口ビジョン（平成２７年８月２４日策定）に基づき，次のと

おり設定する。 
 平成 27 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

人口見込み 50,897 人 50,049 人 49,625 人 49,201 人 48,594 人 48,167 人 

人口変動率 
（対前年度比） 

 
99.2％ 99.2％ 99.1％ 98.8％ 99.1％ 
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１０ 分別収集を実施する者に関する基本的な事項（法第８条第２項第５号）  
 分別収集は，現在５種 15 分別を実施しており，今後，民間における回収状況の実態把握に努

めるとともに，地域集団回収，施設資源回収の収集体制の充実を図る。 

 
・分別基準適合物等 
 容器包装廃棄物の 

種      類 
 収集に係る分別の区分  収集・運搬段階  選別・保管等段階 

スチール缶 
缶類 

 市及び民間委託業

者による定期回収
民間事業者 

アルミ缶 

無色ガラス 

びん類 
市及び民間委託業者

による定期回収 
一部事務組合 

茶色ガラス 

緑色ガラス 

その他ガラス 

段ボール 

紙類 
市及び民間委託業者

による定期回収 
民間事業者 紙パック 

その他紙製容器包装 

ペットボトル 

プラスチック類 

市及び民間委託業者

による定期回収 
民間事業者 

白色トレイ 

その他プラスチック 
製 容 器 包 装 

市による定期回収 一部事務組合 

 
 ・その他の資源物 
 
 種      類 収集に係る分別の区分 収集・運搬段階 選別・保管等段階 

新聞紙 
紙類 

市及び民間委託業者

による定期回収 
民間事業者 

雑紙 

古布 布類 
市及び民間委託業者

による定期回収 
一部事務組合 

生きビン びん類 
市及び民間委託業

者による定期回収 
市及び民間事業者 
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1１ 分別収集の用に供する施設の整備に関する事項（法第８条第２項第６号）  
 現在回収した資源物のうち有価物は，入札等により民間事業者によるリサイクルルートで，

無価物は３市２町で構成する岡山県西部衛生施設組合リサイクルプラザで選別を行い，リサイ

クルを行っている。また，一部の地区で行っている資源回収団体方式の分別収集は，民間事業

者の保管施設で選別し，リサイクルルートに乗せている。また，一般ごみに混入した資源物は，

井笠広域資源化センターで選別を行い，リサイクルを行っている。 
・分別基準適合物等 
 分別収集する 

容    器 
収集に係る 
分別の区分 

収集容器 収集車 中間処理施設 

スチール缶 
缶類 コンテナ パッカー車 

民間事業者 
ストックヤード アルミ缶 

無色ガラス 

びん類 コンテナ ダンプ車 
一部事務組合 

ストックヤード 

茶色ガラス 

緑色ガラス 

その他ガラス 

段ボール 

紙類 縛る 
パッカー車 
ダンプ車 

民間事業者 
ストックヤード 

紙パック 

その他紙製容器包

装 

ペットボトル 

プラスチック

類 
網かご 

パッカー車 
ダンプ車 

民間事業者 
ストックヤード トレイ 

その他プラスチッ

ク製容器包装 
一部事務組合 

ストックヤード 

 
 ・その他の資源物 
 分別収集する 

資 源 物 
収集に係る 
分別の区分 

収集容器 収集車 中間処理 

新聞紙 
紙類 縛る パッカー車 

民間事業者 
ストックヤード 

雑紙 

古布 布類 縛る ダンプ車 
一部事務組合 

ストックヤード 

生きビン びん類 コンテナ ダンプ車 
市及び民間事業者の

ストックヤード 
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１２ その他容器包装廃棄物の分別収集の実施に関し重要な事項  
 

 市民・事業者，有識者，行政職員からの委員で構成された廃棄物減量等推進審議

会で分別収集品目について審議するとともに，資源化率の向上を図るため，地区に

１人以上廃棄物減量推進員を配置し，地域での容器包装廃棄物の排出抑制及び資源

化の推進を図らなければならない。  

 また，分別収集を促進するために，市民の収集しやすい収集場所を提供する必要

があり，今後もごみ収集施設設置費補助金の利用促進と分別ごみ常設ステーション

の普及等に力を入れることで，市民の利便性向上に努めていきたい。  

 最後に，市民の生活スタイルの多様化に対応するため，市の行う分別収集のみな

らず，市が報奨金を支払っている資源回収（廃品回収）や，スーパーなどの民間事

業者による資源化ルートの利用なども啓発することで，より多くの機会に資源を排

出できる形を提案し，市全体のゴミ減量化・資源化に繋げていきたい。  
 
 




